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申請に対する処分個別票

所管局部課（担当）名
（電話番号）

処分課（担当）名

処分の名称

概　要

根拠法令等
及び条項

審査基準

標準処理期間

経由日数

提出先

提出時期

提出方法

手数料

相談窓口

ホームページ

備　考

（事業計画及び資金計画）
第27条 　地方公社は、毎事業年度、事業計画及び資金計画を作成し、事業年度開始前に、設立団体の長の
承認を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。

都市整備局企画部住宅政策課（住宅政策グループ）
(06-6208-9217)

同上

住宅供給公社に係る事業計画及び資金計画の承認

地方住宅供給公社法27条に基づき、住宅供給公社に係る事業計画及び資金計画の承認を行います。

地方住宅供給公社法27条

－

－

1週間

なし

都市整備局企画部住宅政策課住宅政策グループ

事業年度開始前

都市整備局企画部住宅政策課住宅政策グループへ提出。

－


